
厚
生
労
働
省
は
、
毎
年
11
月
を

「
過
労
死
等
防
止
啓
発
月
間
」
と

定
め
て
、
過
労
死
等
（
※
）
を
な

く
す
た
め
に
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
や
キ
ャ

ン
ペ
ー
ン
な
ど
の
取
組
を
行
っ
て

い
ま
す
。

実
施
期
間

令
和
５
年
11
月
１
日
（
水
）

～
11
月
30
日
（
木
）

月
間
中
の
取
組
概
要
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

【
取
組
概
要
】

１

国
民
へ
の
周
知
・
啓
発

・
「
過
労
死
等
防
止
対
策
推
進
シ

ン
ポ
ジ
ウ
ム
」
の
実
施

47
都
道
府
県
48
会
場
（
東
京
は

２
会
場
）
で
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開

催
無
料
で
ど
な
た
で
も
参
加
で
き

ま
す
が
、
事
前
の
申
し
込
み
が
必

要
で
す
。

・
ポ
ス
タ
ー
の
掲
示
な
ど
に
よ
る

国
民
に
向
け
た
周
知
・
啓
発
の
実

施

自
身
に
も
関
わ
る
こ
と
と
し
て
、

過
労
死
等
と
そ
の
防
止
に
対
す
る

関
心
と
理
解
を
深
め
ら
れ
る
よ
う

に
、
ポ
ス
タ
ー
の
掲
示
や
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
・
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
広
告
な
ど
多
様

な
媒
体
を
活
用
し
た
周
知
・
啓
発

が
行
わ
れ
ま
す
。

２

過
重
労
働
解
消
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
過
労
死
等
に
つ
な
が
る
過
重
労

働
な
ど
へ
の
対
応
と
し
て
、
著
し

い
過
重
労
働
や
悪
質
な
賃
金
不
払

残
業
な
ど
の
撲
滅
に
向
け
た
重
点

的
な
監
督
指
導
や
、
全
国
一
斉
の

無
料
電
話
相
談
「
過
重
労
働
解
消

相
談
ダ
イ
ヤ
ル
」
な
ど
が
行
わ
れ

ま
す
。

《
過
重
労
働
解
消
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の

概
要
》

1
、
労
使
の
主
体
的
な
取
組
を
促
す

使
用
者
団
体
や
労
働
組
合
に
対
し
、

長
時
間
労
働
削
減
に
向
け
た
取
組
に

関
す
る
周
知
・
啓
発
等
に
つ
い
て
、

厚
生
労
働
大
臣
名
に
よ
る
協
力
要
請

を
行
う
。

自
社
の
働
き
方
改
革
等
に
よ
り
、

下
請
等
中
小
事
業
者
に
「
し
わ
寄
せ
」

が
生
じ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
傘
下
団

体
・
企
業
等
へ
の
周
知
啓
発
を
要
請

す
る
。

2
、
労
働
局
長
に
よ
る
ベ
ス
ト
プ
ラ

ク
テ
ィ
ス
企
業
と
の
意
見
交
換
を
実

施
す
る
。

長
時
間
労
働
削
減
に
向
け
て
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
や
そ
れ

に
協
力
す
る
取
引
先
企
業
等
と
の
意

見
交
換
を
行
い
、
当
該
企
業
の
長
時

間
労
働
の
削
減
に
向
け
た
取
組
事
例

を
収
集
す
る
と
と
も
に
、
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
な
ど
を
通
じ
て
地
域
に
紹
介
す
る
。

3
、
長
時
間
労
働
が
行
わ
れ
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
事
業
場
等
に
対
す
る

重
点
監
督
を
実
施
し
、
監
督
指
導
の

結
果
、
重
大
・
悪
質
な
法
違
反
が
認

め
ら
れ
た
場
合
は
、
送
検
し
、
公
表

す
る
。

【
注
意
】
監
督
指
導
の
結
果
、
１
年
間
に

２
回
以
上
同
一
条
項
の
違
反
に
つ
い
て
是

正
勧
告
を
受
け
た
場
合
等
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
で
は
一
定
期
間
求
人
が
受
理
さ
れ
ま
せ

ん
。
職
業
紹
介
事
業
者
や
地
方
公
共
団
体

に
対
し
て
も
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
同
様
の

取
組
を
行
う
よ
う
協
力
要
請
が
あ
り
ま
す
。

4
、
過
重
労
働
相
談
受
付
集
中
期
間

の
「
過
重
労
働
解
消
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
」

を
実
施
す
る
。

11
月
１
日
か
ら
11
月
７
日
ま
で
を

過
重
労
働
相
談
受
付
集
中
期
間
と
し
、

全
国
の
都
道
府
県
労
働
局
・
労
働
基

準
監
督
署
相
談
等
の
窓
口
に
お
い
て
、

労
働
相
談
と
労
働
基
準
関
係
法
令
違

反
が
疑
わ
れ
る
事
業
場
の
情
報
を
積

極
的
に
受
け
付
け
る
。

11
月
３
日
に
「
過
重
労
働
解
消
相

談
ダ
イ
ヤ
ル
」
を
設
置
し
、
特
別
労

働
相
談
を
実
施
す
る
。

5
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
趣
旨
な
ど
に

つ
い
て
周
知
・
啓
発
を
実
施
す
る
。

使
用
者
等
へ
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の

配
布
、
広
報
誌
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

活
用
に
よ
り
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
趣

旨
な
ど
に
つ
い
て
広
く
国
民
に
周
知

を
図
る
。

6
、
過
重
労
働
解
消
の
た
め
の
セ
ミ

ナ
ー
を
開
催
す
る
。

企
業
に
お
け
る
自
主
的
な
過
重
労

働
防
止
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
、
10
月
か
ら
１
月
を
中
心

に
全
国
で
オ
ン
ラ
イ
ン
ま
た
は
会
場

開
催
に
よ
り
、
「
過
重
労
働
解
消
の

た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
」
を
開
催
す
る
。

（
※
）
「
過
労
死
等
」
と
は
・
・
・
業
務

に
お
け
る
過
重
な
負
荷
に
よ
る
脳
血
管
疾

患
も
し
く
は
心
臓
疾
患
を
原
因
と
す
る
死

亡
、
も
し
く
は
業
務
に
お
け
る
強
い
心
理

的
負
荷
に
よ
る
精
神
障
害
を
原
因
と
す
る

自
殺
に
よ
る
死
亡
ま
た
は
こ
れ
ら
の
脳
血

管
疾
患
、
心
臓
疾
患
、
精
神
障
害
を
い
う
。
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令
和
２
年
12
月
25
日
付
け
の
法

令
改
正
等
に
伴
っ
て
、
事
業
主
及

び
申
請
者
の
押
印
は
、
主
な
雇
用

保
険
関
係
の
申
請
・
届
出
に
お
い

て
廃
止
と
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

一
部
の
申
請
・
届
出
で
は
押
印
欄

が
存
続
し
て
い
ま
し
た
。

今
般
、
令
和
５
年
10
月
１
日
付

け
の
法
令
改
正
等
に
伴
っ
て
、
押

印
不
要
と
な
る
手
続
き
の
範
囲
を

さ
ら
に
広
げ
、
「
日
雇
労
働
被
保

険
者
手
帳
に
貼
付
す
る
雇
用
保
険

印
紙
の
消
印
に
使
用
す
る
認
印
」

な
ど
の
日
雇
労
働
関
係
で
押
印
が

必
要
と
な
る
手
続
き
を
除
い
て
廃

止
と
な
り
ま
し
た
。

不
要
と
な
っ
た
届
出
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

事
業
所
・
被
保
険
者
関
係

〇
雇
用
保
険
適
用
事
業
所
設
置
届

〇
雇
用
保
険
事
業
主
事
業
所
各
種

変
更
届

〇
雇
用
保
険
被
保
険
者
関
係
届
出

事
務
等
代
理
人
選
任
・
解
任
届

●
雇
用
保
険
関
係
各
種
届
書
等
再

作
成
・
再
交
付
申
請
書

●
雇
用
保
険
適
用
事
業
所
情
報
提

供
請
求
書

雇
用
継
続
給
付
関
係

〇
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
受
給
資

格
確
認
票
・
（
初
回
）
高
年
齢
雇

用
継
続
給
付
支
給
申
請
書

〇
雇
用
保
険
被
保
険
者
六
十
歳
到

達
時
賃
金
証
明
書

就
職
促
進
給
付
関
係

▼
再
就
職
手
当
支
給
申
請
書

▼
就
業
促
進
定
着
手
当
支
給
申
請

書▼
常
用
就
職
支
度
手
当
支
給
申
請

書そ
の
他

〇
各
種
届
出
に
お
け
る
訂
正
印

〇
各
届
出
時
の
委
任
状

▼
採
用
証
明
書

た
だ
し
、
●
印
の
書
類
は
、
個

人
情
報
保
護
の
観
点
か
ら
、
事
業

主
申
請
の
場
合
は
事
業
主
（
当
該

事
業
所
の
従
業
員
を
含
む
。
）
又

は
事
業
主
か
ら
委
任
を
受
け
た
代

理
人
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
書

類
（
社
員
証
、
委
任
状
等
）
が
必

要
に
な
り
ま
す
。
▼
印
の
書
類
等

は
事
業
主
の
押
印
は
不
要
と
な
り

ま
す
が
、
申
請
者
の
記
載
事
実
に

誤
り
が
な
い
こ
と
の
事
業
主
の
証

明
は
引
き
続
き
必
要
で
す
。

な
お
、
支
店
や
営
業
所
等
の
雇

用
保
険
事
業
所
非
該
当
施
設
の
証

明
で
は
な
く
、
雇
用
保
険
適
用
事

業
所
の
証
明
が
必
要
で
す
。

10
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
10
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○

10
月
分
源
泉
所
得
税
・
住
民

税
の
納
付
［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

30
日

○
10
月
分
健
保
・
厚
年
保
険
料
の

納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］

そ
の
他

○
年
末
調
整
の
申
告
書
配
布
と
回

収
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今
年
の
冬
は
１
２
月
以
降
も
エ
ル

ニ
ー
ニ
ョ
現
象
が
続
く
こ
と
や
地

球
温
暖
化
も
あ
り
、
暖
冬
傾
向
に

な
る
と
の
こ
と
。
徐
々
に
四
季
が

薄
れ
て
い
く
の
で
し
ょ
う
か
。

（
ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail：
fujita.office-1@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com
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京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-503

編
集
後
記

月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

新
た
に
押
印
が
不
要
と
な
っ
た

届
出

11

Ｑ
当社では、配偶者や子に対する扶養手当を支給し

ていますが、国の政策では支給を見直すよう提案

されています。支給を廃止（縮小）すべきでしょうか。

Ａ
所得税や社会保険の扶養や配偶者の（扶養）手当

から外れないように給与額を調整した働き方が、

「年収の壁」として配偶者の就業調整の一因となってい

ると言われています。また、２０４０年にかけて生産年

齢人口が急減し、社会全体の労働力確保が大きな課題と

の予測もあり、人手不足への対応が急務とも言われてい

ます。そのため、政府は配偶者手当の廃止（縮小）と配

偶者の労働時間を調整しない（増やす）ように求めてい

ます。

しかし、配偶者のいるパートタイム労働者の就業調整

の理由が『配偶者手当』と回答しているのは１５．４％

にしかすぎません（「令和３年パートタイム・有期雇用

労働者総合実態調査」より）。また、金額の多少はあり

ますが、国家公務員に対して配偶者を対象とする扶養手

当が支給されています。

前置きが長くなりましたが、この時期に配偶者手当の

見直しをすることは、一つの契機として有効と考えられ

ます。ただし、労働者と合意することなく、一方的に廃

止（縮小）することは、労働条件の不利益変更となりま

す。配偶者手当の是非や他の手当への変更等も含めて、

御社の労使間で十分協議してください。


